
 

過去 30 年におけるわが国の職業別死亡率格差と死因別の寄与を解明 
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２．発表のポイント：  

 過去 30 年（1980-2010 年）のわが国の詳細な職業別死亡率格差の変化と死因別の寄与に

ついて、人口動態統計職業・産業別調査を用いて分析しました。 
 

 男性の職業別死亡率は管理職を除いてすべて低下傾向にあり、特に事務職・公務員など

で大きく低下していました。しかし、サービス職・農林業・漁業従事者などでは減少幅

が小さく、職業間の相対的な死亡率格差は拡大していることが明らかになりました。 
 

 死亡率が相対的に高い職業において死因への寄与の大きい自殺や悪性新生物に対する予

防対策を強力に推し進めることが必要と考えられます。 
 

３．発表概要：  
本研究では人口動態統計職業・産業別調査の匿名化済み個票データを用いて、職業間の絶

対的な死亡率格差や相対的な死亡率格差、格差に寄与している死因を分析することで、過去

30 年におけるわが国の職業別死亡率格差の詳細を明らかにしました。 
30-59 歳の日本人男女について、職業を「管理職」「事務職」「公務員」「サービス職従事

者」など 12 分類し、職業別の年齢調整死亡率を 1980 年から 2010 年まで 5 年毎に算出し経年

変化を調べました。また、職業間の死亡率の差と死亡率の比の経年変化を算出し、それぞれ絶

対的な死亡率格差、相対的な死亡率格差としました。さらに、職業間で死亡率格差の生じる要

因として、どのような死因の寄与が大きいかを分析しました。 
男性の職業別死亡率は「管理職」を除いてすべて低下しており、とりわけ「事務職」「公

務員」では大きく低下していました。職業間の絶対的な死亡率格差が低下傾向にある一方で、

相対的な死亡率格差は「管理職」「農林業従事者」「漁業従事者」「サービス職従事者」で拡

大傾向にありました。死因別の寄与では、脳血管疾患、悪性新生物による死亡減少が職業間の

死亡率格差緩和に寄与する一方で、自殺が職業間の死亡率格差拡大に関与していました。女性

では職業間の絶対的な死亡率格差、相対的な死亡率格差ともに小さく、格差が解消される傾向

にありました。 
「働き方改革」が社会的課題となるなか、働く世代の早世を予防し、職業間の健康格差を解

消する施策を推進するにあたって、本研究の成果は有用な資料になると考えられます。本研究

成果は国際医学誌「BMJ Open」（2017 年 9 月 5 日オンライン版）に掲載されました。 
 
４．発表内容：  
職業や学歴などの社会経済的要因によって健康状態や死亡率が異なることは「健康格差」

という概念で捉えられ、グローバルな公衆衛生上の課題になっています。わが国でも「失われ



た 20 年」と呼ばれる経済不況の期間に就労環境が悪化し、1990 年代後半に男性の管理職・

専門職の死亡率が急上昇したことから、職業間の健康格差（死亡率格差）が注目されています。

死亡率格差の研究では、職業間の死亡率の差をみる「絶対的」な格差と死亡率の比をみる「相

対的」な格差の双方（注 1）を考慮する必要があります。しかし、これまでわが国ではそのよ

うな研究はなく、また、死亡率格差に関与する死因についても詳細は不明でした。 
本研究では人口動態統計職業・産業別調査（注 2）の匿名化済み個票データを用いて、詳細

に職業を分類し、絶対的な死亡率格差及び相対的な死亡率格差と、それらに関わる死因別の寄

与を分析することで、過去 30 年におけるわが国の職業別死亡率格差の変化の詳細を明らかに

しました。 
30-59 歳の日本人男女について、職業を日本職業分類と日本産業分類を用いて（注 3）「管

理職」「事務職」「公務員」「サービス職従事者」「農林業従事者」「製造作業者」など 12
種類に分類しました。そして、職業別、男女別に年齢調整死亡率を 1980 年から 2010 年まで

5 年毎に算出し経年変化を調べました。また、職業間の絶対的な死亡率格差と相対的な死亡率

格差の経年変化を分析しました。さらに、このような格差の変化にどのような死因が関連して

いるか、死因別の寄与を算出しました。 
男性の職業別死亡率は「管理職」を除いてすべて低下しており、とりわけ「事務職」「公

務員」では大きく低下していました。職業間の絶対的な死亡率格差が低下傾向にある一方で、

相対的な死亡率格差は「管理職」「農林業従事者」「漁業従事者」「サービス職従事者」で拡

大傾向にありました。こうした職業では 30 年間の死亡率の減少幅の小さいことが相対的な死

亡率格差の拡大につながっていると考えられました。死因別の寄与では、脳血管疾患、悪性新

生物による死亡減少が職業間の死亡率格差緩和に寄与する一方で、自殺が職業間の死亡率格差

拡大に関与していました。女性では職業間の絶対的な死亡率格差、相対的な死亡率格差ともに

小さく、格差が解消される傾向にありました。 
わが国の職業間の死亡率格差縮小の要因として、30-59 歳の年齢層における脳血管疾患と悪

性新生物による死亡減少が寄与していたことは、欧州の死亡率格差縮小に心疾患と悪性新生物

の死亡減少が寄与していたとの報告と比較すると、疾病構造の違いを反映したものと考えられ

ます。わが国のこれまでの脳血管疾患や悪性新生物に対する予防対策や医療技術の進展の成果

と考えられます。一方で、自殺が職業間の死亡率格差拡大に関与していることは欧州とは大き

く異なる点であり、自殺対策がわが国の重要な公衆衛生上の課題と言えます。 
総じて、わが国では種々の予防対策や医療技術の進展により、30-59 歳男女の死亡率が減少し、職

業間の絶対的な死亡率格差は縮小する傾向にあるものの、いくつかの職業では死亡率の減少幅

が小さく、相対的な死亡率格差は拡大していることが明らかになりました。悪性新生物など慢

性疾患に対する予防対策や医療がいずれの職業の人にもいきわたるようにするとともに、効果

的な自殺対策が職業間の死亡率格差解消のキーポイントであると言えます。「働き方改革」が

社会的課題となるなか、働く世代の早世を予防し、職業間の健康格差を解消する施策を推進す

るにあたって、本研究の成果は有用な資料になると考えられます。 
本研究は統計法第 33 条に基づく調査票情報の利用申請により実施しました。また、本研究

は厚生労働科学研究費・政策科学総合研究事業「地域包括ケア実現のためのヘルスサービスリ

サーチ --- 二次データ活用システム構築による多角的エビデンス創出拠点 ---」（課題番号：

H27-政策-戦略-012）の一環として行われました。 
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７．用語解説：  
（注１）絶対的な死亡率格差と相対的な死亡率格差 
死亡率がそれぞれ 300、100 である A 群と B 群の場合を考えると、B 群に対して A 群の絶対

的な格差は 200（300-100）、相対的な格差は 3.0（300/100）です。この A 群と B 群の死亡

率がそれぞれ 200、50 に減少したとすると、B 群に対して A 群の絶対的な格差は 150（200-
50）、相対的な格差は 4.0（200/50）となります。この場合、絶対的な死亡率格差は縮まって

いる一方で、相対的な死亡率格差は拡がっています。したがって、全体の死亡率が減少傾向に

ある場合、絶対的な死亡率格差と相対的な死亡率格差の双方を考慮する必要があります。 
 
（注２）人口動態統計職業・産業別調査 
人口動態統計は、出生や死亡などの人口動態事象を継続的に把握し、人口および厚生労働行政

施策の基礎資料を得ることを目的とする政府統計です。さらに、5 年ごとの国勢調査が実施さ

れる年度では、人口動態事象に該当する人の職業・産業に関する情報が収集され、人口動態統

計職業・産業別調査として集計されます。職業別死亡率は国勢調査の職業別人口を分母、人口

動態統計職業・産業別調査での職業別死亡者数を分子にすることで算出されます。 
 
（注３）日本職業分類と日本産業分類 
日本職業分類と日本産業分類は、総務省による分類で国勢調査などに用いられます。本研究で

は、人口動態統計職業・産業別調査の死亡票に記載された日本職業分類と日本産業分類に基づ

く死亡者の職業と産業から、職業を「専門職」「管理職」「事務職（公務を除く）」「公務員

（事務職）」「販売従事者」「サービス職従事者」「公務保安職」「農林業従事者」「漁業従

事者」「運輸運転従事者」「製造作業者」「建設作業者」の 12 種類に分類しました。 
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